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 熊本県建築基準法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１０号 
   熊本県建築基準法施行細則の一部を改正する規則 
 熊本県建築基準法施行細則（昭和５４年熊本県規則第３７号）の一部を次のように改正
する。 
 第２条第４項中「第７条の３第２項」を「第７条の３第１項」に改める。 
 第１８条の３の表中「、下益城郡城南町」及び「、鹿本郡植木町」を削る。 
 別記第２６号様式を次のように改める。 
 

別記第26号様式(第17条関係) 

既存不適格建築物工事計画報告書 

 既存不適格建築物に関する工事の計画を次のとおり報告します。 

  年  月  日 

建築主 住所           

氏名            印 

(名称及び代表者氏名)   

連絡先 

調査者 事務所名称 

    氏名            印 

    連絡先 

  建築主事       様 

地名及び地番   

用 途 地 域   1 
敷地 
の 
位置 

防 火 地 域   

その他の地域、地
区 、 区 域 等

  

2 主 要 用 途   3 構 造  

4 工 事 の 種 別  5 新 築 年 月 日 年  月  日

  
(A) 
基準時の
数値 

(B)今回の
報告時ま
での増減 

(C)今回の
報告に係
る増減 

((A)+(B)＋(C))
/(A) 

基準時年月日 

6 敷 地 面 積 m2 m2 m2   

7 建 築 面 積 m2 m2 m2   

8 延 べ 面 積 m2 m2 m2   

9 作 業 場 の 床 面 積 m2 m2 m2  

原 動 機 の 出 力 K.W. K.W. K.W.  

機 械 の 台 数 台 台 台  
法第
48条
関係 容 器 等 の 容 量 l l l  

年  月  日

10 法第  条不適格関係        年  月  日

11 法第  条不適格関係        年  月  日

12 法第  条不適格関係        年  月  日

13 法第  条不適格関係        年  月  日

14 法第  条不適格関係        年  月  日

15 特 記 事 項    

 規  則 
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※ 受 付 欄 ※  摘 要 

    

 備考 ※印欄は、記入しないこと。  

   附 則 
 この規則は、平成２２年３月２３日から施行する。ただし、第２条第４項の改正規定及
び別記第２６号様式の改正規定は、公布の日から施行する。 

 
 
熊本県内水面漁業調整規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第１１号 
   熊本県内水面漁業調整規則の一部を改正する規則 
 熊本県内水面漁業調整規則（平成７年熊本県規則第２９号）の一部を次のように改正す
る。 
 第３５条第１項第２号中「下益城郡城南町」を「熊本市城南町」に改める。 
 別表緑川の部緑川の項区域の欄中「下益城郡城南町」を「熊本市城南町」に改め、同表
菊池川の部合志川の項区域の欄中「鹿本郡植木町大字伊知坊」を「熊本市植木町伊知坊」
に、「同町大字伊知坊」を「同市植木町伊知坊」に改める。 
   附 則 
 この規則は、平成２２年３月２３日から施行する。 
 
 
 
 
 
熊本県告示第２７８号 
  漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条の２第
２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区について法第１１２条第１項の規定に
よる同意があったものと認めるので、法第１１２条の２第３項の規定により公示する。 
 なお、平成１８年３月２２日熊本県告示第２９１号で公示した次の加入区の指定漁船を
普通損害保険に付すべき義務は、法第１１３条の２第１項の規定により平成２２年３月２
１日限り消滅するので、同条第２項の規定により公示する。 
  平成２２年３月１９日 
                                           熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
  網田加入区 

 
 
                                                                             
熊本県告示第２７９号 
  漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号。以下「法」という。）第１１２条の２第
２項の規定による届出を審査した結果、次の加入区について法第１１２条第１項の規定に
よる同意があったものと認めるので、法第１１２条の２第３項の規定により公示する。 
 なお、平成１８年３月２２日熊本県告示第２９２号で公示した次の加入区の指定漁船を
普通損害保険に付すべき義務は、法第１１３条の２第１項の規定により平成２２年３月２
１日限り消滅するので、同条第２項の規定により公示する。 
  平成２２年３月１９日 
                                           熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  二見加入区 

 
 
熊本県告示第２８０号 
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者として次の者を指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

事業所の名称及び所 
在地 

事業者の名称、主 
たる事務所の所在 
地及び代表者の氏 
名 

指定年月日 事業所番号 サービスの
種類 

 

 告  示 
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介護センター あや 
とり 
熊本市渡漉六丁目７ 
番５４号 

株式会社 あやと 
り 
熊本市渡漉六丁目 
７番５４号 
上田 涼子 

平成２２年 
４月１日 

4310100898 居宅介護 
重度訪問介
護 

 
 
熊本県告示第２８１号 
 熊本県光化学スモッグ緊急時対策実施要項の一部を改正する要項を次のように定める。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
   熊本県光化学スモッグ緊急時対策実施要項の一部を改正する要項 
 熊本県光化学スモッグ緊急時対策実施要項（平成２０年熊本県告示第２８０号）の一部
を次のように改正する。 
 別表３有明保健所の項中「植木町」を「熊本市植木町の区域」に改め、 
   「 
       
 
 
同表中  
 
 
 

 
京町 
錦ヶ丘 
古町 
天明 
楡木 

 
熊本市地域 

 
熊本市 

 
 
 
  を 
 
 
 

                                   」 
「 
 
 
 
  

 
京町 
錦ヶ丘 
古町 
天明 
楡木 

 
熊本市地域 

 
熊本市（熊本市植木
町及び熊本市城南町
の区域を除く。） 

 
 
 
  に改め、 
 
 
 

                                」 
同表宇土運動公園の項中「城南町」を「熊本市城南町の区域」に改める。 
   附 則 
 この要項は、平成２２年３月２３日から施行する。 

 
 
熊本県告示第２８２号   
  家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項の規定により、ブルセラ
病、結核病、ヨ－ネ病、馬伝染性貧血、ふそ病、ひな白痢及び伝達性海綿状脳症検査を次 
のとおり実施するので、同条第２項の規定により公示する。 
    平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 実施の目的 
   ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、馬伝染性貧血、ふそ病及びひな白痢の発生とまん延 
 を防止するとともに、生産段階における伝達性海綿状脳症の発生状況等を把握すること 
 で、畜産の振興を図る。 
２ 実施する区域及び期日   

  検査の種類    実施区域           実  施  期  日   

 ブルセラ病、結核 
 病及びヨ－ネ病検 
 査 
  
 
 

 熊本市 
 〃 
 菊池市 
 〃 
 西原村 
 山江村 
 あさぎり町 
 天草市 

 平成22年 5月10日から平成22年 6月30日まで 
 平成22年 9月13日から平成22年10月29日まで 
 平成22年 4月12日から平成22年 7月15日まで 
 平成22年 9月 7日から平成22年11月29日まで 
 平成22年 4月12日から平成22年11月26日まで 
 平成22年 6月 7日から平成22年 6月11日まで 
 平成22年10月 4日から平成22年10月22日まで 
 平成22年 6月 1日から平成22年 6月25日まで 

 馬伝染性貧血検査 
 

 熊本市 
 荒尾市 
 合志市 
 阿蘇市 
 阿蘇郡全域 
 あさぎり町 

 平成22年10月 1日から平成22年11月30日まで 
 平成22年10月 1日から平成22年11月26日まで 
 平成22年10月 1日から平成22年11月26日まで 
 平成22年 4月 1日から平成22年11月 6日まで 
 平成22年 4月 1日から平成22年11月 6日まで 
 平成22年 7月 5日から平成22年 7月 9日まで 
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 ふそ病検査 
 
  
 

 熊本市 
 宇城市 
 宇土市 
 八代市 
 御船町 
 甲佐町 
 山鹿市 
 阿蘇市及び阿
 蘇郡内全域  
 錦町 
  〃 
 球磨村 

 平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで 
 平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで 
 平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで 
 平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで 
 平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで 
 平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで 
 平成22年 7月 5日から平成22年 8月 6日まで 
 平成22年 5月 1日から平成22年 6月30日まで 
 平成22年 9月 1日から平成22年11月28日まで 
 平成22年 4月12日から平成22年 4月30日まで 
 平成23年 3月 7日から平成23年 3月11日まで 
 平成22年 5月10日から平成22年 5月31日まで 

 ひな白痢検査  山鹿市      
 南関町 
 高森町 
 人吉市 
 山江村 

 平成22年11月 1日から平成22年11月30日まで 
 平成22年11月 1日から平成23年 2月28日まで 
 平成22年10月 1日から平成22年11月30日まで 
 平成22年 4月12日から平成22年 6月10日まで 
 平成22年 4月12日から平成22年 6月10日まで 

 伝達性海綿状脳症 
 検査 

 県内全域  平成22年 4月 1日から平成23年 3月31日まで 

３ 実施対象家畜の種類及び範囲 

   検査の種類         範    囲     摘    要 

 ブルセラ病、結核 
病及びヨーネ病検 
査 

 実施区域内で搾乳の用に供し、又 
 は供する目的で飼育されている乳 
 用牛及びその同居牛並びに知事が  
指定する牛 

 馬伝染性貧血検   
査 

 実施区域内で飼養されている馬 

 ふそ病検査  実施区域内で飼養され、転飼され  
るみつ蜂 

 ひな白痢検査  実施区域内で種卵を生産する目的  
で飼養されている鶏 

 伝達性海綿状脳症 
検査 

 （１） 生前に中枢神経異常又は 
    起立困難若しくは起立不能 
       を呈し家畜保健衛生所長が 
       指示する牛及び牛海綿状脳 
       症対策特別措置法（平成１ 
       ４年法律第７０号）第６条 
       第１項の規定による届出の 
       対象となる牛。ただし、同 
       条第２項ただし書に該当す 
       る場合を除く。 
 （２） 月齢又は推定年齢が満１ 
      ２月以上で死亡しためん羊 
    又は山羊 

疾病その他の理由により家畜防
疫員が必要と認めたものについ
ては、検査を猶予することがあ
る。 

４ 検査の方法 
  (１)  ブルセラ病検査は、ブルセラ急速診断用菌液及び血清による急速凝集反応法によ 
   り判定する。 
  (２)  結核病検査は、臨床検査及びツベルクリン皮内反応法により総合的に判定する。 
  (３)  ヨ－ネ病検査は、血清を用いた酵素免疫測定法により判定する。 
  (４)  馬伝染性貧血検査は、寒天ゲル内沈降反応法により判定する。 
  (５)  ふそ病検査は、蜂群について肉眼的及び塗抹標本を染色し、鏡検により細菌を検 
      査する。 
  (６) ひな白痢検査は、ひな白痢急速凝集反応法により判定する。 
 (７)  牛の伝達性海綿状脳症検査にあっては酵素免疫測定法により、めん羊又は山羊の 
   伝達性海綿状脳症検査にあっては独立行政法人動物衛生研究所においてウエスタン 
   ブロット法により判定する。     
５ その他 
  (１)  手数料は、熊本県手数料条例（平成１２年熊本県条例第９号）に基づき徴収する。 
  (２)  天候その他やむを得ない理由があるときは、実施区域及び期日を変更することが 
   ある。 

 
 
熊本県告示第２８３号 
 救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第１条第１項の規定により次の 
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とおり救急病院を認定したので、同令第２条第１項の規定により告示する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
救急医療機関 

名   称 所 在 地 認 定 期 間 

ＮＴＴ西日本九州病院 熊本市新屋敷一丁目 
１７番２７号 

平成２２年３月８日から 
平成２５年３月７日まで 

十善病院 熊本市南熊本三丁目 
６番３４号 

平成２２年４月１日から 
平成２５年３月３１日まで 

医療法人東陽会東病院 熊本市出仲間五丁目２
番２号 

平成２２年６月２６日から 
平成２５年６月２５日まで 

川野病院 熊本市大江六丁目２５
番１号 

平成２２年６月２６日から 
平成２５年６月２５日まで 

熊本脳神経外科病院 熊本市本荘六丁目１番
２１号 

平成２２年９月３０日から 
平成２５年９月２９日まで 

田嶋外科内科医院 熊本市田崎二丁目２番
４８号 

平成２２年３月１４日から 
平成２５年３月１３日まで 

国民健康保険宇城市民病院 宇城市松橋町豊福５０
５ 

平成２２年１０月６日から 
平成２５年１０月５日まで 

 
 
熊本県告示第２８４号 
  昭和４９年２月２８日熊本県告示第１６７号（悪臭防止法に基づく規制地域の指定及び
規制基準の設定）の一部を次のように改正し、平成２２年３月２３日から施行する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 １規制地域中「、城南町」及び「、植木町」を削る。 

 
 
熊本県告示第２８５号 
  平成１５年４月４日熊本県告示第３７５号（環境基本法に基づく新幹線鉄道騒音に係る
環境基準の地域の指定）の一部を次のように改正し、平成２２年３月２３日から施行する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 １地域の類型をあてはめる範囲中「、植木町」を削る。 

 
 
熊本県告示第２８６号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２２年３月１９日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
  （訪問看護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

熊本セントラル病院訪問看護ステ
ーション 
菊池郡大津町大字室９５５番地 

医療法人潤心会 平成２２年４月１日 

 
 
熊本県告示第２８７号                                                         
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防
サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
    平成２２年３月１９日                                                       
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （介護予防訪問看護）                                                      

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

熊本セントラル病院訪問看護ステ
ーション 
菊池郡大津町大字室９５５番地 

医療法人潤心会 平成２２年４月１日 

 
 
熊本県告示第２８８号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
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ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２２年３月１９日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （訪問介護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

訪問介護事業所かぜの杜 
八代郡氷川町鹿島１９２７番地 

株式会社西福 平成２２年３月１１日 

 
 
熊本県告示第２８９号                                                         
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防
サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
    平成２２年３月１９日                                                       
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （介護予防訪問介護）                                                      

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

訪問介護事業所かぜの杜 
八代郡氷川町鹿島１９２７番地 

株式会社西福 平成２２年３月１１日 

 
 
熊本県告示第２９０号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２２年３月１９日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 （福祉用具貸与） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日  
 
 
 

太陽シルバーサービス株式会社熊
本北営業所 
熊本市鶴羽田一丁目１０番７号 

太陽シルバーサービス株
式会社 

平成２２年４月１日  

（特定福祉用具販売） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

太陽シルバーサービス株式会社熊
本北営業所 
熊本市鶴羽田一丁目１０番７号 

太陽シルバーサービス株
式会社 

平成２２年４月１日  

 
 
熊本県告示第２９１号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防
サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
  平成２２年３月１９日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 （介護予防福祉用具貸与） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日  
 
 
 

太陽シルバーサービス株式会社熊
本北営業所 
熊本市鶴羽田一丁目１０番７号 

太陽シルバーサービス株
式会社 

平成２２年４月１日  

（特定介護予防福祉用具販売） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

太陽シルバーサービス株式会社熊
本北営業所 
熊本市鶴羽田一丁目１０番７号 

太陽シルバーサービス株
式会社 

平成２２年４月１日  

 
 
熊本県告示第２９２号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２２年３月１９日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 
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道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前
後

幅 員 
(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 
(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考

 
前

  4.1 
  ～ 
  5.5 

 
  45.8 
  

天草市有明町楠甫字木場 
    ６３２番５地先から 
同所 
    ３４８２番５地先まで  

後
  6.0 
  ～ 
 12.4  

 
  45.8 

 
前

  5.6 
  ～ 
  7.2  

 
 113.2 

天草市有明町楠甫字鶴山 
    ３９０７番１地先から 
同所 
    ３９０８番地先まで  

後
  6.6 
  ～ 
 15.9 

 
 113.2 

 
前

  5.0 
  ～ 
  6.9 

 
  75.9 

主要地方道 有明倉岳
線 

上天草市松島町教良木字石坂 
  １７９４番２地先から 
同所 
  １７９４番２地先まで  

後
  5.3 
  ～ 
 20.5 

 
  75.9 

地防災
（落石
防護工
及び法
面保護
工） 

 
前

 10.5 
  ～ 
 25.0 

 
  67.5 

主要地方道 八代鏡宇
土線 

宇城市松橋町南豊崎字小屋迫 
  ９７９番１地先から 
同所 
  ９１７番３地先まで  

後
 10.0 
  ～ 
 12.5 

 
  67.5 

仮設道
路の撤
去 

 
前

  3.6 
 ～ 
 12.0 

 
 344.0 

一般県道 瀬田熊本
線 

菊池郡菊陽町大字馬場楠字森
ノ上 
    ６４６番１地先から 
同所 
  ６７６番２地先まで 

 
後

 10.0 
 ～ 
 15.0 

 
 344.0 

やさ道
交１地
（改築
による
拡幅）

２ 区域を変更する期日 平成２２年３月１９日 
 

 
熊本県告示第２９３号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２２年３月１９日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 
(メートル) 

備 考

一般県道 原植木線 鹿本郡植木町大字有泉字小畑 
          ６５７番１地先から 
同町大字有泉字出口 
          ８２７番１地先まで 

    93.6 緊道整
交安 
（歩道
設置）

２ 供用を開始する期日 平成２２年３月１９日 
 
 
 
 
 
熊本県公告第１３６号 
  労働関係調整法（昭和２１年法律第２５号）第３７条第１項の規定により健康保険病院
労働組合八代総合病院支部支部長から平成２２年２月２６日付けで次のとおり争議行為を
行う旨の通知があったので、労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令第４７８号）第１０
条の４第４項の規定により公表する。 
    平成２２年３月１９日 
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 争議行為の目的 

 公  告 
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    次の要求内容の完全獲得 
  (１)  重点要求事項 
    ア ３回以上の契約更新をした臨時職員については、希望に応じて正規雇用とするこ 
   と。 
  イ 一方的労働協約破棄項目について、協定書どおり直ちに交渉を再開すること。 
    ウ  健康保険病院労働組合本部と社団法人全国社会保険協会連合会で取り交わされた 
   再協定については、健康保険病院労働組合八代総合病院支部と健康保険八代総合病 
   院間でも再協定すること。 
    エ  その他の要求 
  (２)  継続要求事項 
    ア  増員・賃金・労働条件の改善 
    イ  臨時職員に関する要求 
    ウ  患者サービス向上に関する要求 
    エ  施設・設備の改善に関する要求 
   オ その他の要求 
２  争議行為の日時 
    平成２２年３月２３日午前０時以降、本問題の要求解決に至るまでの期間 
３ 争議行為を行う場所 
    健康保険八代総合病院施設の全職場及び敷地 
４ 争議行為の概要 
    健康保険八代総合病院施設の全体又は部分的に連続を含むすべての業務の停止をはじ 
 め、あらゆる形の争議行為と、これに対する妨害排除のための一切の争議行為を単独又 
 は併用して行う。ただし、救急患者及び入院中の重症患者のための保安要員については 
  配慮する。 

 
 
熊本県公告第１３７号 
 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に基づき、県営鹿
本北部二期地区（年の原工区）土地改良事業（区画整理）の計画を変更したので、同条第
６項において準用する同法第８７条第５項の規定に基づき公告し、土地改良事業計画書の
写しを次のように縦覧に供する。 
 この土地改良事業計画につき異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して
１５日以内に異議申立てをすることができる。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 縦覧に供する書類 
  変更後の県営鹿本北部二期地区（年の原工区）土地改良事業（区画整理）計画書の写 
 し 
２ 縦覧期間 

平成２２年３月２３日から平成２２年４月１９日まで 
３ 縦覧場所 

山鹿市役所 
 

 
熊本県公告第１３８号 
 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に基づき、県営鹿
本北部二期地区（五郎丸工区）土地改良事業（区画整理）の計画を変更したので、同条第
６項において準用する同法第８７条第５項の規定に基づき公告し、土地改良事業計画書の
写しを次のように縦覧に供する。 
 この土地改良事業計画につき異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して
１５日以内に異議申立てをすることができる。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 縦覧に供する書類 
  変更後の県営鹿本北部二期地区（五郎丸工区）土地改良事業（区画整理）計画書の写 
 し 
２ 縦覧期間 

平成２２年３月２３日から平成２２年４月１９日まで 
３ 縦覧場所 

山鹿市役所 
 

 
熊本県公告第１３９号 
 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に基づき、県営鹿
本北部二期地区（今村工区）土地改良事業（区画整理）の計画を変更したので、同条第６
項において準用する同法第８７条第５項の規定に基づき公告し、土地改良事業計画書の写
しを次のように縦覧に供する。 
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 この土地改良事業計画につき異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して
１５日以内に異議申立てをすることができる。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 縦覧に供する書類 

変更後の県営鹿本北部二期地区（今村工区）土地改良事業（区画整理）計画書の写し 
２ 縦覧期間 

平成２２年３月２３日から平成２２年４月１９日まで 
３ 縦覧場所 

山鹿市役所 
 

 
熊本県公告第１４０号 
 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に基づき、県営鹿
本北部二期地区（桑原工区）土地改良事業（農用地の保全）の計画を変更したので、同条
第６項において準用する同法第８７条第５項の規定に基づき公告し、土地改良事業計画書
の写しを次のように縦覧に供する。 
 この土地改良事業計画につき異議のあるものは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して
１５日以内に異議申立てをすることができる。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 縦覧に供する書類 
  変更後の県営鹿本北部二期地区（桑原工区）土地改良事業（農用地の保全）計画書の 
 写し 
２ 縦覧期間 

平成２２年３月２３日から平成２２年４月１９日まで 
３ 縦覧場所 

山鹿市役所 
 

 
熊本県公告第１４１号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２２年３月１９日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
  天草市本渡町広瀬字大矢﨑５番１０９及び同５番１１０ 
  ５３，９７９．０５平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  天草市東浜町８番１号 
  天草市 

 
 
熊本県公告第１４２号 
 労働関係調整法（昭和２１年法律第２５号）第３７条第１項の規定により熊本県医療労
働組合連合会執行委員長から平成２２年３月２日付けで次のとおり争議行為を行う旨通知
があったので、労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令第４７８号）第１０条の４第４項
の規定により公表する。 
  平成２２年３月１９日 
                        熊本県知事 蒲 島  郁 夫 
１ 争議行為の目的 
 (１)  医師・看護師・介護職員をはじめとする医療・福祉・介護労働者の大幅増員。医 
   師確保法制定、看護職員確保法・基本指針の改正及び福祉人材確保基本指針の実効 
   性確保                                   
 (２) 生活を守る賃金と雇用の確保。大幅な一時金の獲得、「成果主義賃金」及び「業 
   績評価制度」の導入反対。不払い時間外労働の一掃。下請け・派遣労働の導入・拡 
   大反対 
 (３) 医療・介護・社会保障の拡充。後期高齢者医療制度の中止・撤回。患者負担増大 
   反対。医療費削減のための医療保険制度の改悪反対。安全・安心の医療・福祉の実 
   現 
 (４) 国公立・公的・民間医療機関の統廃合など医療提供体制の縮小・合理化反対。住 
   民本位の保健・医療・介護・福祉のネットワークの確立。職員の雇用の確保 
 (５) ２００万人以上看護体制を保障する「第７次看護職員需給見通し」の策定。長時 
   間・二交代制勤務反対。ＩＬＯ看護職員条約の批准。２年課程通信制、各県一校の 
   開設と受講保障、支援措置の確立 
 (６) ９条を中心とする憲法改悪阻止、国民投票法の具体化反対。自衛隊の海外派兵・ 
   有事法制の発動反対。核兵器廃絶、平和と民主主義の擁護。消費税など大増税反対 
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２ 争議行為の日時 
  平成２２年３月２５日から目的を実現するまでの間の連日又は短時間 
３ 争議行為を行う場所 
  特定医療法人芳和会 くわみず病院（熊本市神水一丁目１４－４１） 
  特定医療法人芳和会 本部事務所（熊本市神水一丁目１４－４１）    
    特定医療法人芳和会  熊本県民医連事務所（熊本市神水一丁目１４－４１） 
  特定医療法人芳和会  平和クリニック（熊本市本荘二丁目１５－１８） 
    特定医療法人芳和会 くすのきクリニック（熊本市龍田五丁目１－４１） 
  特定医療法人芳和会 菊陽病院（菊池郡菊陽町原水字下中野５５８７） 
  特定医療法人芳和会 水俣協立病院（水俣市桜井町二丁目２－１２） 
  特定医療法人芳和会 神経内科リハビリテーション協立クリニック（水俣市桜井町二 
  丁目２－２８） 
  特定医療法人芳和会 八代中央クリニック（八代市永碇町１３６１） 
  特定医療法人芳和会 天草ふれあいクリニック（天草市丸尾町１６－３４） 
  株式会社健康共同ファルマ ひまわり薬局（熊本市神水一丁目２０－７） 
  株式会社健康共同ファルマ くすの木薬局（熊本市龍田五丁目１－４３） 
  株式会社健康共同ファルマ さくら薬局（水俣市桜井町二丁目２－１９） 
  株式会社健康共同ファルマ たんぽぽ薬局（菊池郡菊陽町原水字下中野５５８７－４） 
  特定医療法人ピネル会 ピネル記念病院（熊本市佐土原一丁目８－３３） 
  社会福祉法人くまもと福祉会 特別養護老人ホームたくまの里（熊本市御領一丁目１ 
  ３－２６） 
４ 争議行為の概要 
  救急外来患者及び入院中の重症患者のために最低必要な保安要員若干名を除く全組合 
 員又は一部組合員によるストライキ、その他すべての争議行為 

 
 
熊本県公告第１４３号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２２年３月１９日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

宇城市松橋町大字久具字猫迫６９２番１、同６９６番１、同７５２番１、同７５３番
１、同７５４番１、同７５４番３、同７５５番１、同７５６番３、同７５７番３、同７
５８番３、同７９６番１、同７９６番３、同７９７番１、同７９７番２、同７９９番１、
同８００番１、同字市ノ口１４２９番１並びに里道及び水路 

５，６２３．９８平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  宇城市松橋町大野８５番地 

宇城市 
 

 
熊本県公告第１４４号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２２年３月１９日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

合志市須屋字東畑２９０２番７ 
２０１．８１平方メートル 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  熊本市山室五丁目１番２３号１０２ 

石原 大誠 
 
 
 
 
 
熊本県選挙管理委員会告示第１４号 
 平成２２年１月２２日熊本県選挙管理委員会告示第７号（平成２１年８月３０日執行第
４５回衆議院議員総選挙における選挙運動に関する収支報告書の要旨の公表）の一部を次
のとおり変更する。 
  平成２２年３月１９日 
                   熊本県選挙管理委員会 
                          委員長 柴 田 憲 保    
 

 登載依頼 
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１　選挙の種類 平成２１年８月３０日執行衆議院小選挙区選出議員選挙（熊本県第１区）
２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出金額の制限額（法定選挙運動費用額）

24,611,200円
３　報告書の要旨

上野哲夫 所属党派 日本共産党 7月14日から
井芹栄次 9月9日まで

収入 1,723,644円 支出 1,723,644円
主たる寄附 人 件 費 840,000
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家 屋 費 427,860

政党 1,003,644 選挙事務所費 427,860
団体職員 120,000 集合会場費
団体職員 120,000 通 信 費 18,735
団体職員 120,000 交 通 費 45,886
無職 120,000 印 刷 費
無職 120,000 広 告 費 150,174

本合正子 無職 120,000 文 具 費 996
食 糧 費 125,067

その他の寄附 0 休 泊 費
その他の収入 0 雑 　　費 114,926

今　回　計 1,723,644 今 回 計 1,723,644
前　回　計 0 前 回 計 0
総　　　計 1,723,644 総 　　計 1,723,644

１　選挙の種類 平成２１年８月３０日執行衆議院小選挙区選出議員選挙（熊本県第１区）
２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出金額の制限額（法定選挙運動費用額）

24,611,200円
３　報告書の要旨

上野哲夫 所属党派 日本共産党 9月9日から
井芹栄次 10月22日まで

収入 2,331,253円 支出 2,331,253円
主たる寄附 人 件 費
（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家 屋 費

政党 607,609 選挙事務所費
集合会場費

通 信 費 44,013
交 通 費
印 刷 費 498,750
広 告 費
文 具 費
食 糧 費

その他の寄附 0 休 泊 費
その他の収入 0 雑 　　費 64,846

今　回　計 607,609 今 回 計 607,609
前　回　計 1,723,644 前 回 計 1,723,644
総　　　計 2,331,253 総 　　計 2,331,253

重松淳平
日本共産党熊本県委員会

平成21年11月6日 第２回目報告書受理年月日

安達純子
上山義光
山田順子

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

候補者氏名
期　間 第１回分

出納責任者

荒木正信

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

第１回目報告書受理年月日 平成21年9月14日

期　間 第２回分
出納責任者

日本共産党熊本県委員会

候補者氏名

 
 

 
 熊本県立教育センター規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２２年３月１９日 
                  熊本県教育委員会委員長 古 荘 文 子    
熊本県教育委員会規則第３号 
   熊本県立教育センター規則の一部を改正する規則 
 熊本県立教育センター規則（昭和４６年教育委員会規則第１８号）の一部を次のように
改正する。 
 第７条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第１２号までを１号ずつ繰り
上げる。 
   附 則 
 （施行期日） 
 この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 
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 熊本県立青少年の家条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２２年３月１９日 
                  熊本県教育委員会委員長 古 荘 文 子    
熊本県教育委員会規則第４号 
   熊本県立青少年の家条例施行規則の一部を改正する規則 
 熊本県立青少年の家条例施行規則（平成１０年教育委員会規則第３号）の一部を次のよ
うに改正する。 
 第７条中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号から第１３号までを１号ずつ繰り
上げる。 
   附 則 
 （施行期日） 
 この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 
 
 熊本県立装飾古墳館条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２２年３月１９日 
                  熊本県教育委員会委員長 古 荘 文 子    
熊本県教育委員会規則第５号 
   熊本県立装飾古墳館条例施行規則の一部を改正する規則 
 熊本県立装飾古墳館条例施行規則（平成３年教育委員会規則第２０号）の一部を次のよ
うに改正する。 
 第６条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号から第１３号までを１号ずつ繰り
上げる。 
   附 則 
 （施行期日） 
 この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県医療審議会公告第４号 
 熊本県医療審議会の会議を次のとおり開催する。 
  平成２２年３月１９日 
     熊本県医療審議会 
                           会 長 北 野 邦 俊   
１ 開催日時 
    平成２２年３月２９日（月） 
    午後３時から午後５時まで 
２ 開催場所 
    熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県庁行政棟本館５階 審議会室 
３ 議題 
 （１）医療法人の設立認可について 
  （２）医療法人の解散認可について 
 （３）救命救急センターの指定について 
 （４）へき地医療推進体制強化に伴う第５次熊本県保健医療計画の変更について 
４ 傍聴者の定員 
    １０人 
５ 傍聴手続 
（１）傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、当該会議の会場において受付のうえ、 
    事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
（２）傍聴手続は先着順で行い、定員になり次第終了する。  
６ 問い合わせ 
    熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県医療審議会事務局（熊本県健康福祉部医療政策総室） 
    （電話０９６－３３３－２２０５） 

 
 
 熊本県職員の任用に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２２年３月１９日 
                  熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之    
熊本県人事委員会規則第８号 
   熊本県職員の任用に関する規則の一部を改正する規則 
 熊本県職員の任用に関する規則（昭和４６年熊本県人事委員会規則第１０号）の一部を 
次のように改正する。 
 別表第１警察官採用試験の項を次のように改める。 
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警察官Ａ 

 
１ 試験の程度は、大学卒業程度を 
 もって行う。 
２ 試験の区分は、男性・女性とす 
 る。 
３ 試験の内容は、教養試験・論文 
 試験・人物試験・身体検査・体力 
 試験・資格調査・その他勤務遂行 
 能力を客観的に判断できる方法と 
 する。 

 
警察官採用 
試験 

 
警察官Ｂ 

 
警察官の業務に従事
することを職務とす
る職 

 
１ 試験の程度は、高等学校卒業程 
 度をもって行う。 
２ 試験の区分は、男性・女性とす 
 る。 
３ 試験の内容は、教養試験・作文 
 試験・人物試験・身体検査・体力 
 試験・資格調査とする。 
 

    附 則 
 この規則は、公布の日から施行する。 

 
 
 熊本県職員の任用に関する規則の施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。    
平成２２年３月１９日 
                  熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之    
熊本県人事委員会告示第１号 
   熊本県職員の任用に関する規則の施行規程の一部を改正する規程 
 熊本県職員の任用に関する規則の施行規程（昭和４６年熊本県人事委員会告示第１号）
の一部を次のように改正する。 
 第１５条中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号から第９号までを１号ずつ繰り
上げる。 
   附 則 
 この規程は、告示の日から施行する。 

 
 
  熊本県職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
    平成２２年３月１９日 
                                   熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之    
 
熊本県人事委員会規則第９号 
   熊本県職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則 
 熊本県職員の管理職手当に関する規則（昭和３２年熊本県人事委員会規則第１１号）の
一部を次のように改正する。 
  別表第１警察の部警察本部の項中「情報分析官」を「情報分析官 暴力対策官」に改め
る。 
   附 則  
 この規則は、平成２２年３月３１日から施行する。 

 
 
  熊本県職員の時間外勤務手当等に関する規則をここに公布する。 
    平成２２年３月１９日 
                                   熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之 
熊本県人事委員会規則第１０号 
   熊本県職員の時間外勤務手当等に関する規則 
 熊本県職員の時間外勤務手当等の支給割合に関する規則（平成６年熊本県人事委員会規
則第２３号）の全部を改正する。 
 （趣旨） 
第１条 熊本県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和２６年熊本県条例第２号。以下

「一般職員給与条例」という。）第１３条及び第１４条の規定に基づく時間外勤務手当
及び休日勤務手当の支給については、別に定める場合を除き、この規則の定めるところ
による。 

 （時間外勤務手当の支給割合） 
第２条 一般職員給与条例第１３条第１項の人事委員会規則で定める割合は、次の各号に

掲げる勤務の区分に応じ、当該各号に定める割合とする。 
 (１) 一般職員給与条例第１３条第１項第１号に掲げる勤務 １００分の１２５ 
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 (２) 一般職員給与条例第１３条第１項第２号に掲げる勤務 １００分の１３５ 
２ 一般職員給与条例第１３条第３項の人事委員会規則で定める時間は、熊本県職員の勤

務時間、休暇等に関する条例（平成７年熊本県条例第１３号。以下「勤務時間条例」と
いう。）第５条の規定により一般職員給与条例第１３条第３項に規定する割振り変更前
の正規の勤務時間（以下「割振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務す
ることを命ぜられた職員が割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時間のうち、
次の各号に定める時間とする。 
(１) 一般職員給与条例第１４条の規定により、正規の勤務時間中に勤務した職員に休

日勤務手当が支給されることとなった日が属する週における次に掲げる時間 
ア 当該週の正規の勤務時間が３８時間４５分に当該休日勤務手当を支給されること

となった時間を加えた時間以下の場合 割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤
務した時間 

イ 当該週の正規の勤務時間が３８時間４５分に当該休日勤務手当を支給されること
となった時間を加えた時間を超える場合 当該休日勤務手当を支給されることとな 

 った時間に相当する時間（勤務時間条例第４条第１項の規定の適用を受ける職員（ 
 以下「交替制等勤務職員」という。）又は一般職員給与条例第５条の２に規定する

短時間勤務の職を占める職員（次号において「再任用短時間勤務職員」という。）
については、割振り変更前の正規の勤務時間が３８時間４５分を超える場合にあっ
ては、３８時間４５分に当該休日勤務手当を支給されることとなった時間を加えた
時間から割振り変更前の正規の勤務時間を差し引いた時間数に相当する時間とし、
割振り変更前の正規の勤務時間が３８時間４５分に満たない場合にあっては、３８
時間４５分から割振り変更前の正規の勤務時間を差し引いた時間数に当該休日勤務
手当を支給されることとなった時間に相当する時間数を加えた時間とする。） 

(２) 交替制等勤務職員又は再任用短時間勤務職員で、割振り変更前の正規の勤務時間
が３８時間４５分を下回る場合（前号に該当する場合を除く。）にあっては、次に
掲げる時間 

ア 当該週の正規の勤務時間が３８時間４５分以下になる場合 割振り変更前の正規
の勤務時間を超えて勤務した時間 

イ 当該週の正規の勤務時間が３８時間４５分を超える場合 ３８時間４５分から割
振り変更前の正規の勤務時間を差し引いた時間に相当する時間 

３ 一般職員給与条例第１３条第４項の人事委員会規則で定める時間は、一般職員給与条
例第１４条の規定により、正規の勤務時間中に勤務した職員に休日勤務手当が支給され
ることとなった時間とする。 

４ 一般職員給与条例第１３条第３項及び第４項の人事委員会規則で定める割合は、１０
０分の２５とする。 

 （一般職員給与条例第１３条第５項の人事委員会規則で定める時間） 
第３条 一般職員給与条例第１３条第５項の人事委員会規則で定める時間（正規の勤務時

間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間を超えてした勤務の時間に関する
ものに限る。）は、勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規定に基づく週休
日（同条例第３条第１項に規定する週休日をいう。以下同じ。）における勤務のうち、
次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める日における勤務の時間とする。 

 (１) 正規の勤務時間を超えて勤務した月においてその期間の全部を勤務時間条例第３
条第１項の規定の適用を受ける職員として勤務した者（人事委員会が定める職員を
除く。） 次に掲げる日 

ア 当該月における日曜日 
イ 当該月における週休日の振替（熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平

成７年熊本県人事委員会規則第２号。以下「勤務時間規則」という。）第３条第２
項に規定する週休日の振替をいい、勤務時間を割り振る日が日曜日であるものに限
る。）により週休日に変更された日 

  (２) 正規の勤務時間を超えて勤務した月においてその期間の全部を交替制等勤務職員
として勤務した者（当該月における週休日（同条の規定により週休日とされた日に
限る。以下「原週休日」という。）の日数が当該月における日曜日の日数に満たな
い職員その他人事委員会が定める職員を除く。）  次に掲げる日 

ア 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める日 
(ア) 当該月における日曜日の日数が４である場合 当該月における最初の原週休

日から、当該原週休日から数えて４番目の原週休日までの間の原週休日 
(イ) 当該月における日曜日の日数が５である場合 当該月における最初の原週休

日から、当該原週休日から数えて５番目の原週休日までの間の原週休日 
イ 当該月における週休日の振替（勤務時間規則第３条第２項に規定する週休日の振

替をいい、勤務時間を割り振る日が次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定め
る日であるものに限る。）により週休日に変更された日 
(ア) 当該勤務時間を割り振る日の属する月における日曜日の日数が４である場合 
   当該月における最初の原週休日から、当該原週休日から数えて４番目の原週

休日までの間の原週休日 
(イ) 当該勤務時間を割り振る日の属する月における日曜日の日数が５である場合 
   当該月における最初の原週休日から、当該原週休日から数えて５番目の原週

休日までの間の原週休日 
 (３) 前２号に掲げる職員以外の職員 前２号に掲げる職員との権衡を考慮して人事委 
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   員会が定める日 
 （休日勤務手当の支給割合） 
第４条 一般職員給与条例第１４条の人事委員会規則で定める割合は、１００分の１３５

とする。 
 （雑則） 
第５条 この規則に定めるもののほか、時間外勤務手当及び休日勤務手当に関し必要な事

項は、人事委員会が定める。 
   附 則  
 （施行期日） 
１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 
 （熊本県職員等の給料等の支給に関する規則の一部改正） 
２ 熊本県職員等の給料等の支給に関する規則（昭和２６年熊本県人事委員会規則第７号）

の一部を次のように改正する。 
第１０条中「第１０条」を「第８条の３」に、「又は次項」を「、勤務時間条例第８

条の３第１項の規定により割り振られた勤務時間の全部について同項に規定する時間外
勤務代休時間を指定された日又は次項」に改める。 

第１１条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、同条第２項中「前項の」を「第
１項の」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 
２ 職員が勤務時間条例第８条の３第１項の規定により指定された時間外勤務代休時間

に勤務した場合において支給する当該時間外勤務代休時間の指定に代えられた時間外
勤務手当の支給に係る時間外勤務手当に対する前項の規定の適用については、同項中
「翌月の」とあるのは、「勤務時間条例第８条の３第１項の規定により時間外勤務代
休時間が指定された日の属する月の翌月の」とする。 

  （熊本県職員等の給与簿に関する規則の一部改正） 
３ 熊本県職員等の給与簿に関する規則（昭和３２年熊本県人事委員会規則第１３号）の

一部を次のように改正する。 
   第４条中「時間外勤務」の次に「、時間外勤務代休時間、時間外勤務代休時間にした

勤務」を加える。 
 

 
 熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
    平成２２年３月１９日 
                                   熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之 
熊本県人事委員会規則第１１号 
      熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 
  熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年熊本県人事委員会規則第２号）
の一部を次のように改正する。 
 目次中「及び深夜勤務」を「、深夜勤務及び時間外勤務代休時間」に、「第８条の６」
を「第８条の７」に改める。 
 第３条第２項中「第１０条」を「第８条の３」に、「第９条第１項において」を「以下」
に改める。 
 第３章の章名中「及び深夜勤務」を「、深夜勤務及び時間外勤務代休時間」に改める。 
 第８条の６の次に次の１条を加える。 
 （時間外勤務代休時間の指定） 
第８条の７ 勤務時間条例第８条の３第１項の人事委員会規則で定める期間は、熊本県一

般職の職員等の給与に関する条例（昭和２６年熊本県条例第２号。以下「一般職員給与
条例」という。）第１３条第５項に規定する６０時間を超えて勤務した全時間に係る月
（次項において「６０時間超過月」という。）の末日の翌日から同日を起算日とする２
月後の日までの期間とする。 

２ 任命権者は、勤務時間条例第８条の３第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間（同
項に規定する時間外勤務代休時間をいう。以下同じ。）を指定する場合には、前項に規
定する期間内にある勤務日等（休日及び代休日（勤務時間条例第１０条第１項に規定す
る代休日をいう。以下同じ。）を除く。第４項において同じ。）に割り振られた勤務時
間のうち、時間外勤務代休時間の指定に代えようとする時間外勤務手当の支給に係る６
０時間超過月における一般職員給与条例第１３条第５項の規定の適用を受ける時間（以
下この項及び第６項において「６０時間超過時間」という。）の次の各号に掲げる区分
に応じ、当該各号に定める時間数の時間を指定するものとする。 
(１) 一般職員給与条例第１３条第１項第１号、第３項又は第４項に掲げる勤務に係る

時間（次号に掲げる時間を除く。） 当該時間に該当する６０時間超過時間の時間
数に１００分の２５を乗じて得た時間数 

(２) 熊本県職員等の育児休業等に関する条例（平成４年熊本県条例第１４号。以下「育
児休業条例」という。）第１５条（育児休業条例第２２条において準用する場合を
含む。）又は第２５条の規定により読み替えられた一般職員給与条例第１３条第１ 

  項ただし書又は第２項に規定する７時間４５分に達するまでの間の勤務に係る時間 
   当該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の５０を乗じて得た時

間数 
(３) 一般職員給与条例第１３条第１項第２号に掲げる勤務に係る時間 当該時間に該

当する６０時間超過時間の時間数に１００分の１５を乗じて得た時間数 



 平成 22 年 3 月 19 日 金曜    熊 本 県 公 報          第１１８９１号 17 

３ 前項の場合において、その指定は、４時間又は７時間４５分（年次有給休暇の時間に
連続して時間外勤務代休時間を指定する場合にあっては、当該年次有給休暇の時間の時
間数と当該時間外勤務代休時間の時間数を合計した時間数が４時間又は７時間４５分と
なる時間）を単位として行うものとする。 

４ 任命権者は、勤務時間条例第８条の３第１項の規定に基づき１回の勤務に割り振られ
た勤務時間の一部について時間外勤務代休時間を指定する場合には、第１項に規定する
期間内にある勤務日等の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する勤務時間
について行わなければならない。ただし、任命権者が、業務の運営並びに職員の健康及
び福祉を考慮して必要があると認める場合は、この限りでない。 

５ 任命権者は、職員があらかじめ時間外勤務代休時間の指定を希望しない旨申し出た場
合には、時間外勤務代休時間を指定しないものとする。 

６ 任命権者は、勤務時間条例第８条の３第１項に規定する措置が６０時間超過時間の勤
務をした職員の健康及び福祉の確保に特に配慮したものであることにかんがみ、前項に
規定する場合を除き、当該職員に対して時間外勤務代休時間を指定するよう努めるもの
とする。 

７ 時間外勤務代休時間の指定の手続に関し必要な事項は、人事委員会が定める。 
 第９条第１項中「（同項に規定する代休日をいう。以下同じ。）」を削り、「（休日」
を「（勤務時間条例第８条の３第１項の規定により時間外勤務代休時間が指定された勤務
日等及び休日」に改める。 
 第１１条中「範囲内の残日数」の次に「及び残時間数」を、「切り捨てた日数」の次に
「及び時間数」を加え、「１日」を「１時間」に改める。 
 第２３条（見出しを含む。）中「及び第４章」を「から第４章まで」に改める。 
   附 則 
 この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 
 
熊本県人事委員会告示第２号 
 熊本県職員等の給与簿取扱規程の一部を改正する規程を次のように定める。 
    平成２２年３月１９日 
                                  熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之 
   熊本県職員等の給与簿取扱規程の一部を改正する規程 
 熊本県職員等の給与簿取扱規程（昭和３２年熊本県人事委員会告示第３号）の一部を次
のように改正する。 
 第２条中第１１号を第１２号とし、第２号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ、同条
第１号中「熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年熊本県条例第１３号。
以下「勤務時間条例」という。）」を「勤務時間条例」に改め、同号を第２号とし、同条
に次の１号を加える。 
 （１） 時間外勤務代休時間 熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年熊

本県条例第１３号。以下「勤務時間条例」という。）第８条の３第１項に規定する
時間外勤務代休時間をいう。 

  第４条中「第３条第３項」を「第３条第２項」に改め、「週休日の振替等」の次に「、
勤務時間条例第８条の３第１項の規定に基づく時間外勤務代休時間の指定」を加える。 
 第６条第１項中「宿日直勤務（宿直勤務及び日直勤務をいう。以下同じ。）」の次に「並
びに時間外勤務代休時間の勤務」を加え、「氏名並びに」を「氏名、」に改め、「時間数）」
の次に「、時間外勤務代休時間にした勤務の一般職員給与条例第１３条第６項に規定する
減じた割合別の時間数」を加え、「及び休日勤務手当の支給される日の勤務」を「、休日
勤務手当の支給される日の勤務及び時間外勤務代休時間の勤務」に改める。 
 第８条中「別記第１号様式」の次に「及び別記第１号様式の２」を加える。 
 第９条中「勤務実績報告書」の次に「のうち第１号様式」を加え、同条第２号中「を転
記する。」を「（時間外勤務については、次項第１号により記入すべき時間数を除いた時
間数）を記入する。」に改め、同条に次の１項を加える。 
２ 第１号様式の２の各欄は、次の要領で記入する。 
  (１) 「６０時間超時間外勤務」の欄 
      一般職員給与条例第１３条第５項に規定する６０時間を超えて勤務した全時間につ

いて、時間外勤務手当の支給割合別の合計時間数を記入する。 
  (２) 「時間外勤務代休時間」の欄 
     時間外勤務代休時間について、当該時間外勤務代休時間の指定に代えられた時間外

勤務手当の支給に係る時間外勤務の時間の属する年月別及び一般職員給与条例第１３
条第６項に規定する減じた割合別の合計時間数を記入する。 

   時間外勤務代休時間に勤務した場合においては、当該時間外勤務代休時間の指定に
代えられた時間外勤務手当の支給に係る時間外勤務の時間の属する年月別及び一般職
員給与条例第１３条第６項に規定する減じた割合別の合計時間数を「－」の符号を付
して記入する。 

 第１７条第１３号中「＝「時間外勤務手当」の欄の金額」を 
                                                            １５０   
「＋｛（給料の月額×１２)÷(１週間当たりの勤務時間×５２）×    （円未満四捨
                                                            １００   
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                                                  １５０   
五入）｝×勤務実績報告書の６０時間超時間外勤務の    の時間数欄の時間数＋｛
                                                  １００   
                                                        １７５   
（給料の月額×１２)÷(１週間当たりの勤務時間×５２）×    （円未満四捨五入）
                                                        １００   
                                            １７５   
｝×勤務実績報告書の６０時間超時間外勤務の   の時間数欄の時間数＋｛（給料の
                                            １００   
                                                 ５０   
月額×１２)÷(１週間当たりの勤務時間×５２）×    （円未満四捨五入）｝×勤
                                                １００   
                                       ５０   
務実績報告書の６０時間超時間外勤務の    の時間数欄の時間数－（給料の月額× 
                                      １００   
                                           ２５   
１２）÷(１週間当たりの勤務時間×５２）×    ×勤務実績報告書の時間外勤務代 
                                          １００   
                                                        １００              
休時間欄の２５％割増分から指定した代休時間欄の時間数×    －（給料の月額×
                                                         ２５               
                                           １５                             
１２）÷(１週間当たりの勤務時間×５２）×    ×勤務実績報告書の時間外勤務代 
                                          １００                            
                                                        １００                  
休時間欄の１５％割増分から指定した代休時間欄の時間数×    －（給料の月額×
                                                         １５                   
                                           ５０                                  
１２）÷(１週間当たりの勤務時間×５２）×    ×勤務実績報告書の時間外勤務代 
                      １００                                 
                                                        １００                   
休時間欄の５０％割増分から指定した代休時間欄の時間数×    ＝「時間外勤務手
                                                         ５０                    
当」の欄の金額（円未満切捨て）」に改める。                                    
  別記第１号様式の次に、次の様式を加える。           
 
別記第１号様式の２

 平成　　年　　月　　日提出

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 △ 88 89 90 △ 91 92 93 △ 94 95 96 △ 97 98 99 100 △ 101 102 103 104 △ 105 106 107 108

時間

150
100

の時間数

175
100

の時間数

50
100

の時間数

60時間超時間外勤務
（時間外勤務代休時間に指定したものを含む）

25％割増分
から指定し
た代休時間

時間外勤務代休時間

分

15％割増分
から指定し
た代休時間

時間 分

50％割増分
から指定し
た代休時間

時間 分

会
計
コ
｜
ド

大
事
業

中
事
業

事業科目コード

小
事
業

説明年 月

対　象

基
礎
給
コ
｜
ド

Ｃ　No. ﾍﾟｰｼﾞ

0

記入
件数

2

氏　　　名

記入者点検者

職　員　番　号
元
号

勤 務 実 績 報 告 書（６０時間超）所　　　　属　　　　名
所属コード

（所属長）　　　　　　　　　　　　　　印
　平成　　　年　　　月分
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   附 則 
 この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 
 
  熊本県地域福祉推進委員会公告第２号 
 第１８回熊本県地域福祉推進委員会を次のとおり開催する。 
    平成２２年３月１９日 
                            熊本県地域福祉推進委員会 
１  開催日時 
    平成２２年３月２９日（月） 
    午前１０時から正午まで 
２  開催場所 
    熊本県熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県庁行政棟本館５階 審議会室 
３  議題 
  次期熊本県地域福祉支援計画の策定について 
４  傍聴者の定員 
    １０人 
５  傍聴手続 
（１） 傍聴希望者は、会議の開催予定時刻の５分前までに、当該会議の会場において受 
   付の上、事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
（２） 傍聴の手続は、先着順で行い、定員になり次第終了する。 
６ 問い合わせ先 
    熊本県熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県地域福祉推進委員会事務局 
  （熊本県健康福祉部健康福祉政策課福祉のまちづくり室地域福祉班） 
    （電話０９６―３８３―１１１１ 内線７０２５） 

 
 
熊本県公安委員会規則第２号 
 熊本県風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例第４条第１項第４号
に規定する日及び地域を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
  平成２２年３月１９日 
                     熊本県公安委員会委員長 武藤 德子 
   熊本県風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例第４条第１項第 
   ４号に規定する日及び地域を定める規則の一部を改正する規則 
 熊本県風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例第４条第１項第４号
に規定する日及び地域を定める規則（平成１１年熊本県公安委員会規則第２号）の一部を
次のように改正する。 
 別表藤崎八旛宮例大祭の項の次に次のように加える。 

 
  植木町はってん祭 
 

 
    熊  本  市 

  別表植木町発展祭の項を削り、同表中「菊池白龍祭り」を「菊池夏まつり」に、「人吉
温泉球磨焼酎まつり」を「日本百名城 人吉お城まつり」に、「えびす神社秋季大祭」を
「恵比須神社秋季大祭」に、「天草ほんど夏まつり」を「天草ほんどハイヤ祭り」に改め
る。 
      附 則 
  この規則は、平成２２年３月２３日から施行する。 

 
 
熊本県公安委員会規則第３号 
  熊本県公安委員会公印規則の一部を改正する規則を次のように定める。 
    平成２２年３月１９日 
                       熊本県公安委員会委員長 武藤 德子  
  熊本県公安委員会公印規則の一部を改正する規則                                 
 熊本県公安委員会公印規則（平成１３年熊本県公安委員会規則第１３号）の一部を次の
ように改正する。 
  別表熊本県公安委員会印の項中「合格証明書」の次に「、猟銃安全指導委員証」を加え
る。 
      附 則 
  この規則は、平成２２年４月１日から施行する。  


